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当初予算（案）の骨子

本年度は、自然災害に対する更なる防災力強化への取組や市民生活や地域経済への支援

のほか、持続可能な多文化共生都市を目指すための施策を着実に推進していくことを念頭

に置き、第３次伊勢崎市総合計画の初年度として、将来ビジョンの実現に向け、「えがお

咲く未来へ 持続可能な共生都市 いせさき」実現予算としました。

歳入では、自主財源の根幹をなす市税収入において令和６年度に実施された個人市民税

の定額減税の終了や賃上げによる給与所得の増加などの影響により個人市民税の増額を見

込んでいます。また、国の地方財政計画において地方交付税の増額が見込まれるほか、社

会保障関係費の増加や経済対策に伴う財源として国庫支出金の増額を見込んでいます。

歳出では、中学生に対する学校給食費の無償化をはじめ、指定避難所における空調設備

整備などの防災・減災事業や多文化共生事業、官民協働の推進にも積極的に取り組むほか、

物価高騰に対応するため、電子地域通貨「ＩＳＥＣＡ」の活用や省エネルギー設備を導入

する事業者への支援など、多くの事業を実施します。

これらの結果、令和７年度一般会計当初予算は、９１９億１，０００万円、前年度比

３．３％の増となり、平成１７年１月の市町村合併以降、過去最大の予算規模となりまし

た。

７つの「政策」と「政策のゴール」
１ 子育て・教育政策

【ゴール】

未来の担い手が育ち、

全ての人が成長し続けられるまち

２ 健康・福祉政策
【ゴール】

誰もが健康で
互いに支え合いながら
生き生きと暮らせるまち

３ 産業・観光・文化政策
【ゴール】

経済の好循環が生まれ、

活気にあふれ人が集えるまち

４ まちづくり政策
【ゴール】

住環境と自然環境が調和した、

心地良い空間で暮らせるまち

５ 安心安全政策
【ゴール】

１人ひとりが日頃から安全を意識し、

安心して暮らせるまち

伊勢崎市将来ビジョン

えがお咲く未来へ 持続可能な共生都市 いせさき

６ 環境政策
【ゴール】

あらゆる活動で環境に配慮し、
１人ひとりが脱炭素社会や循環型社
会の実現に向けて行動できるまち

７ 共生・共創・行財政政策
【ゴール】 互いに認め合い、共に創る、未来に向かって持続発展できるまち

長
期
ビ
ジ
ョ
ン
（
基
本
構
想
）

「７共生・共創・行財政政策」は、他の６つの政策を

下支えするものとして位置付ける
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《会計区分別予算》 （単位：千円）

令和７年度

当初予算額

令和６年度

当初予算額
増減額 増減率

91,910,000 88,971,000 2,939,000 3.3%

67,290,658 68,594,249 △ 1,303,591 △1.9%

 小型自動車競走事業費 26,185,717 25,651,978 533,739 2.1%

 学校給食センター事業費 0 2,558,672 △ 2,558,672 皆減

 国民健康保険 19,284,168 18,934,234 349,934 1.8%

 後期高齢者医療 3,208,949 3,094,622 114,327 3.7%

 介護保険 18,611,824 18,354,743 257,081 1.4%

36,249,298 35,019,776 1,229,522 3.5%

 水道事業 7,919,772 7,679,050 240,722 3.1%

 公共下水道事業 6,259,724 5,618,085 641,639 11.4%

 農業集落排水事業 644,469 670,346 △ 25,877 △3.9%

 特定地域生活排水処理事業 31,023 29,266 1,757 6.0%

 病院事業 21,394,310 21,023,029 371,281 1.8%

195,449,956 192,585,025 2,864,931 1.5%

※企業会計の予算額は、収益的支出及び資本的支出の予算額の合計です。

※百万円未満の端数調整の関係上、合計額と内訳額の計が一致しない場合があります。

合　　　　計

会　計　区　分

　一　般　会　計

　特　別　会　計 

　企　業　会　計

◆一般会計当初予算額 ９１９億１，０００万円 （対前年度比 ＋ ３．３％）

◆特別会計当初予算額 ６７２億９，０６６万円 （対前年度比 △ １．９％）

◆企業会計当初予算額 ３６２億４，９３０万円 （対前年度比 ＋ ３．５％）

Ⅰ．令和7年度当初予算額

会計区分別 当初予算額推移

75,300 74,100 74,530 77,770 80,317
88,971 91,910

56,632 58,272 61,625
65,278 68,303

68,594 67,291

29,137 32,362 32,163
32,464

34,324
35,020 36,249

0

50,000

100,000

150,000

200,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

会計区分別 当初予算額推移

一般会計 特別会計 公営企業会計

（単位：百万円）
195,450

182,945
175,512

168,317164,734161,068

192,585
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１．歳入予算の概要

予算額 構成比 予算額 構成比

1  市税 33,055,627 36.0% 30,756,716 34.6% 2,298,911 7.5%

2  地方譲与税 772,857 0.9% 777,388 0.9% △ 4,531 △0.6%

3  利子割交付金 20,000 0.0% 8,000 0.0% 12,000 150.0%

4  配当割交付金 210,000 0.2% 190,000 0.2% 20,000 10.5%

5  株式等譲渡所得割交付金 360,000 0.4% 190,000 0.2% 170,000 89.5%

6  法人事業税交付金 710,000 0.8% 570,000 0.6% 140,000 24.6%

7  地方消費税交付金 5,900,000 6.4% 5,790,000 6.5% 110,000 1.9%

8  環境性能割交付金 150,000 0.2% 120,000 0.1% 30,000 25.0%

9  地方特例交付金 304,200 0.3% 1,252,563 1.4% △ 948,363 △75.7%

10  地方交付税 8,300,000 9.0% 7,680,000 8.6% 620,000 8.1%

11  交通安全対策特別交付金 30,643 0.0% 34,036 0.0% △ 3,393 △10.0%

12  分担金及び負担金 426,503 0.5% 434,112 0.5% △ 7,609 △1.8%

13  使用料及び手数料 951,597 1.1% 928,238 1.1% 23,359 2.5%

14  国庫支出金 17,216,930 18.7% 15,865,301 17.8% 1,351,629 8.5%

15  県支出金 7,330,865 8.0% 7,049,012 7.9% 281,853 4.0%

16  財産収入 136,813 0.1% 37,570 0.1% 99,243 264.2%

17  寄附金 253,015 0.3% 361,303 0.4% △ 108,288 △30.0%

18  繰入金 5,639,982 6.1% 5,508,223 6.2% 131,759 2.4%

19  繰越金 400,000 0.4% 400,000 0.5% -                 -           

20  諸収入 4,251,868 4.6% 4,013,838 4.5% 238,030 5.9%

21  市債 5,489,100 6.0% 7,004,700 7.9% △ 1,515,600 △21.6%

91,910,000 100.0% 88,971,000 100.0% 2,939,000 3.3%合　計

（単位：千円）

歳 入 科 目
令和７年度 令和６年度

増減額 増減率

自主財源依存財源

市税
36.0%

諸収入
4.6%

繰入金
6.1%

その他
2.4%

国庫支出金
18.7%

地方交付税
9.0%

県支出金
8.0%

市債
6.0%

地方消費税

交付金

6.4％ その他

2.8％

歳入

使用料及び手数料ほか

◆市税は、令和６年度分の個人市民税所得割の定額減税の終了や給与所得
の増加などにより増額となります。

◆地方特例交付金は、地方公共団体の定額減税による減収を補填する特例
交付金が減額となります。

◆地方交付税は、国の地方財政計画において、前年度を上回る額が確保
される見通しのため、増額となります。

◆国庫支出金は、児童手当交付金、子どものための教育・保育給付交付金、
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金などが増額となります。

◆繰入金は、減債基金繰入金や公共施設整備基金繰入金などが増額となり
ます。

◆市債は、令和６年度に合併特例事業債が発行期限を迎えたことや地方
財政計画に臨時財政対策債が計上されなかったことなどにより減額と
なります。

◆自主財源の割合は４９．１％となり、対前年度比で１．２ポイント増加
します。

地方譲与税ほか

451.2億円467.9億円

Ⅱ．一般会計当初予算

49.１％50.9％
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２．歳出予算の概要（目的別）

予算額 構成比 予算額 構成比

1  議会費 452,649 0.5% 456,585 0.5% △ 3,936 △0.9%

2  総務費 8,962,973 9.8% 8,709,138 9.8% 253,835 2.9%

3  民生費 38,424,490 41.8% 37,314,310 41.9% 1,110,180 3.0%

4  衛生費 7,922,112 8.6% 8,597,370 9.7% △ 675,258 △7.9%

5  労働費 538,916 0.6% 263,889 0.3% 275,027 104.2%

6  農林水産業費 1,215,615 1.3% 1,149,920 1.3% 65,695 5.7%

7  商工費 2,065,391 2.2% 2,330,131 2.6% △ 264,740 △11.4%

8  土木費 9,019,268 9.8% 9,053,451 10.2% △ 34,183 △0.4%

9  消防費 3,311,521 3.6% 3,087,969 3.5% 223,552 7.2%

10  教育費 12,622,841 13.7% 11,043,279 12.4% 1,579,562 14.3%

11  災害復旧費 200 0.0% 200 0.0% -                  -           

12  公債費 7,224,024 7.9% 6,814,758 7.6% 409,266 6.0%

13  予備費 150,000 0.2% 150,000 0.2% -                  -           

91,910,000 100.0% 88,971,000 100.0% 2,939,000 3.3%合 計

（単位：千円）

目 的 別 区 分
令和７年度 令和６年度

増減額 増減率

民生費

384.2億円

41.8%

教育費

126.2億円

13.7%

土木費

90.2億円

9.8%

総務費

89.6億円

9.8%

衛生費

79.2億円

8.6%

公債費

72.2億円

7.9%

その他

77.5億円

8.4%

議会費、労働費、農林水産業費、商工費、

消防費ほか

◆総務費は、情報システム開発事業などが減額となりますが、電子地域通貨事業、市庁舎維持管理事業などが増額となり
ます。

◆民生費は、高齢者福祉施設等改修事業などが減額となりますが、民間保育施設対策事業、児童手当等給付事業などが
増額となります。

◆衛生費は、こども家庭センター事業（母子保健）などが増額となりますが、保健センター整備事業などが減額となり
ます。

◆農林水産業費は、県営整備等負担金事業などが減額となりますが、農業水路等長寿命化・防災減災事業などが増額と
なります。

◆商工費は、ＩＳＥＣＡプレミアムキャンペーン事業などが増額となりますが、金融対策事業などが減額となります。

◆土木費は、治水対策事業などが増額となりますが、市道（伊）９－５３０号線道路整備事業などが減額となります。

◆消防費は、消防施設整備事業などが減額となりますが、消防車両等整備事業などが増額となります。

◆教育費は、豊受公民館整備事業などが減額となりますが、人件費や小学校施設長寿命化改修事業などが増額となります。
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３．歳出予算の概要（性質別）

予算額 構成比 予算額 構成比

人件費 14,748,742 16.0% 13,788,055 15.5% 960,687 7.0%

扶助費 26,519,536 28.9% 24,592,231 27.6% 1,927,305 7.8%

公債費 7,224,024 7.9% 6,814,758 7.7% 409,266 6.0%

小　計 48,492,302 52.8% 45,195,044 50.8% 3,297,258 7.3%

物件費 16,369,450 17.8% 13,780,167 15.5% 2,589,283 18.8%

維持補修費 1,252,203 1.4% 1,167,263 1.3% 84,940 7.3%

補助費等 6,536,736 7.1% 5,332,069 6.0% 1,204,667 22.6%

小　計 24,158,389 26.3% 20,279,499 22.8% 3,878,890 19.1%

普通建設事業費 10,202,712 11.1% 12,346,970 13.9% △ 2,144,258 △ 17.4%

災害復旧事業費 200 0.0% 200 0.0% -                  -             

小　計 10,202,912 11.1% 12,347,170 13.9% △ 2,144,258 △ 17.4%

貸付金 801,962 0.9% 1,363,989 1.5% △ 562,027 △ 41.2%

繰出金 7,213,490 7.8% 8,713,292 9.8% △ 1,499,802 △ 17.2%

予備費・その他 1,040,945 1.1% 1,072,006 1.2% △ 31,061 △ 2.9%

91,910,000 100% 88,971,000 100% 2,939,000 3.3%

義務的経費

消費的経費

投資的経費

その他

合 計

（単位：千円）

性 質 別 区 分
令和７年度 令和６年度

増減額 増減率

義務的経費

484.9億円

52.8%

消費的経費

241.6億円

26.3%

投資的経費

102.0億円

11.1%

その他

90.6億円

9.8%

＜義務的経費＞
◆人件費は、人事院勧告による給与改定や会計年度任用職員期末手当などにより増額となります。
◆扶助費は、民間保育施設保育運営委託料や児童手当給付費など、福祉関連の事業費が増額となります。
◆公債費は、令和３年度臨時財政対策債の元金などの償還開始に伴い増額となります。

＜消費的経費＞
◆物件費は、学校給食充実事業、放課後児童健全育成事業、建築指導運営事業などが増額となります。
◆維持補修費は、ごみ処理施設維持管理事業や茂呂クリーンセンター維持管理事業における修繕料などが増額となります。
◆補助費等は、電子地域通貨登録事業者交付金や中小企業ＧＸ推進事業費補助金などが増額となります。

＜投資的経費＞
◆普通建設事業費は、小学校体育館空調設備整備事業などが増額となりますが、保健センター整備事業、豊受公民館整備事

業などが減額となります。

＜その他経費＞
◆繰出金は学校給食センター事業費特別会計繰出金などが減額となります。
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１．市債の現在高 （単位：千円）

令和７年度末

（見込み）

令和６年度末

（見込み）
増減額

62,041,412 61,457,779 583,633

0 2,149,928 △ 2,149,928

 学校給食センター事業費 0 2,149,928 △ 2,149,928

35,067,711 35,393,261 △ 325,550

 水道事業 12,503,211 12,368,033 135,178

 公共下水道事業 18,658,293 18,056,640 601,653

 農業集落排水事業 1,492,361 1,604,117 △ 111,756

 特定地域生活排水処理事業 37,150 29,954 7,196

 病院事業 2,376,696 3,334,517 △ 957,821

97,109,123 99,000,968 △ 1,891,845

２．一般会計の市債

会　計　区　分

 一般会計

 特別会計

 企業会計

合　　　計

608 597 569 614
1,444 1,263 1,563

2,795

6,113 5,489

2,511
1,835

2,638
4,023

833
484

870

1,071

2,372

2,862
2,977

2,808

2,461

2,735 4,434
1,735

1,062

520

5,981 
5,409 

6,014 

7,099 

5,012 

6,181 

4,168 
4,928 

9,004 

5,489 
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H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6(見込み) R7(見込み)

１．発行額の推移

通常債 合併特例事業債 臨時財政対策債

※千円未満の端数調整の関係上、合計額と内訳額の計が一致しない場合があります。

（単位：百万円）

Ⅲ．市 債

市債発行額の推移について
市債発行額は平成２８年度から令和５年度決算まで年度によって増減しながら減少傾向にありましたが、

令和６年度は保健センター整備事業等への発行により増加しました。令和７年度は、合併特例事業債や臨時
財政対策債の発行予定はないことなどにより発行額が減少し、一般会計において約５４億９千万円の発行を
予定しています。

◆臨時財政対策債は、地方交付税の財源が不足する場合、その不足分を地方公共団体が発行する地方債で、
地方交付税の措置として元利償還金に相当する額が後年度に基準財政需要額に算入されます。

令和４年度以降減少傾向となっており、令和７年度は、地方財政計画に臨時財政対策債が計上されなかっ
たことにより発行の予定はありません。

◆合併特例事業債は、地方交付税の措置として元利償還金の７０％に相当する額が後年度において基準財政
需要額に算入される地方債で、令和６年度をもって発行期限を迎えたことにより、令和７年度は、発行の予
定はありません。

◆通常債は、上記以外の地方債で、令和７年度は学校体育館等空調設備整備事業や治水対策事業等に対し、
約５４億９千万円の発行を予定しています。

5



２．現在高の推移

通常債

計

３．元金償還額の推移

　

通常債

計

４．利子償還額の推移

　

通常債

計243 203 171 142 117 99 84 72 70 81
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４．利子償還額の推移

通常債 合併特例事業債 臨時財政対策債

2,565 2,249 2,009 1,786 1,617 1,497 1,472 1,400 1,462 1,676
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2,383
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３．元金償還額の推移

通常債 合併特例事業債 臨時財政対策債
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２．現在高の推移

通常債 合併特例事業債 臨時財政対策債

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

※百万円未満の端数調整の関係上、合計額と内訳額の計が一致しない場合があります。
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《一般会計》 （単位：千円）

令和７年度末

（見込み）

令和６年度末

（見込み）
増減額

3,705,797 7,641,297 △ 3,935,500

1,343,592 1,687,864 △ 344,272

4,935,109 6,111,393 △ 1,176,284

 都市環境整備基金 2,031,615 2,582,189 △ 550,574

 福祉事業基金 76,250 91,238 △ 14,988

 交通遺児入学・卒業祝金支給基金 23,695 23,763 △ 68

 奨学資金基金 121,133 127,068 △ 5,935

 市民のもり等建設基金 59,712 59,667 45

 図書館図書資料整備基金 10,000 10,000 -                       

 華蔵寺公園遊園地施設整備事業基金 5,128 4,123 1,005

 観光振興基金 13,664 16,766 △ 3,102

 公共施設整備基金 2,255,409 2,884,266 △ 628,857

 学校教育振興基金 126,047 89,533 36,514

 グローバル人材育成奨励基金 23,767 26,616 △ 2,849

 田島弥平旧宅活用基金 7,280 25,216 △ 17,936

 石川泰三教育みらい基金 46,250 47,049 △ 799

 森林環境譲与税基金 58,054 46,795 11,259

 企業版ふるさと寄附金基金 4 3 1

 電子地域通貨基金 77,101 77,101 -                       

9,984,499 15,440,555 △ 5,456,056

2,433,778 2,433,778 -                       

 土地開発基金 2,200,000 2,200,000 -                       

 美術品等取得基金 233,778 233,778 -                       

12,418,277 17,874,333 △ 5,456,056

《特別会計》 （単位：千円）

令和７年度末

（見込み）

令和６年度末

（見込み）
増減額

21,678 1,019,658 △ 997,980

458,060 1,013,253 △ 555,193

966,241 1,324,532 △ 358,291

1,445,979 3,357,443 △ 1,911,464

※千円未満の端数調整の関係上、合計額と内訳額の計が一致しない場合があります。

令和７年度における主な基金の使いみち

合　　　　計

基　　　　金　　　　名

 小型自動車競走事業運営基金

 国民健康保険基金

 介護保険介護給付費準備基金

合　　　　計

 定額運用基金

基　　　　金　　　　名

 財政調整基金

 減債基金

 その他特定目的基金

小　　　　計

Ⅳ．基金現在高

◆財政調整基金は、財源の調整のため、不足分を取り崩します。
◆都市環境整備基金は、駅周辺の土地区画整理事業などに充てるため、取り崩します。
◆公共施設整備基金は、小学校施設管理事業や小学校施設長寿命化改修事業などに充てるため、取り崩します。
◆小型自動車競走事業運営基金は、オートレース場選手宿舎建替事業に充てるため、取り崩します。
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　伊勢崎の未来を担う子供たちの成長を安定的に支えていくため、

学校給食費を無償化します。

＜事業内容＞

・中学生に対する学校給食費の無償化

・市外の中学校に通学している生徒への

　給食費相当額を助成

　激甚化・頻発化している様々な自然災害に備えるための事業を実施します。

＜事業内容＞

・小学校体育館などの指定避難所の空調設備

　を整備

・災害発生時の非常用電源を確保するため、

　市役所本庁舎の屋上に太陽光発電設備・

　蓄電池を整備

・防災情報や災害発生時の情報発信を強化

　するため防災アプリを導入

・ハザードマップのWEB版に6か国語

　切り替え機能等を追加　など

学校給食費の無償化　　　413,790千円

防災・減災事業　　　1,674,214千円

Ⅴ．特に力を入れる事業

令和７年度は特に

力を入れていきます！

8



　誰一人取り残さないための多文化共生をさらに推進し、日本人、外国人が

お互いに理解し協力しあい、また誰もが活躍し、分け隔てなく生活者として

安心安全に生活できる持続可能なまちづくりを目指します。

＜事業内容＞

・（仮称）多文化共生センターを開設

・コミュニティバスあおぞらの外国語版の

　路線図を作成

・外国籍児童生徒に対する教育支援

・外国人総合相談窓口の設置

・多文化共生フェスタ２０２５の開催

　市民と行政との協働による公益活動やまちづくり活動を促進します。

＜事業内容＞

・市民活動団体が自主的に行う地域の活性化

　や住民交流を促進する事業への支援

・若者の主体的な活動への支援

・市民や企業が自主的に取り組む活動への

　支援

多文化共生事業　　　132,287千円

官民協働の推進　　　5,775千円
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１．子育て・教育政策

★子育て世帯訪問支援事業 1,319千円 【こども家庭センター】

　

☆不妊治療費助成金・不育治療費助成金 29,500千円 【保健センター】

★子育て支援機能運営事業 57,600千円 【保健センター】

★学習者用端末及び電子黒板を整備 176,116千円
【教育施設課・四ツ葉
学園中等教育学校】

★小学校通級指導教室を広瀬小学校に開設 973千円 【学校教育課】

　養育環境に困難を抱える家庭やヤングケアラーがいる家庭を支援員が訪問

し、家事や子育て等を支援します。

　妊娠出産を望む夫婦の経済的負担を軽減させるために、不妊治療費助成

金・不育治療費助成金の通算回数制限を撤廃します。

・助成額　４月１日から３月３１日までの治療につき上限１０万円

　子育て支援体制を充実させるため、保健センター内に託児室やプレイルー

ムを開設するほか、子育て支援イベントの実施や子育て相談への対応を行い

ます。

　児童生徒１人１台配備されている学習用端末を更新します。また、小中学

校の体育館と中学校の理科室に電子黒板を設置します。

　言葉・行動・情緒の発達のつまずきが見られる児童等に対して、その特性

に応じた指導を行い、本来持っている力を十分に伸ばすため、広瀬小学校に

通級指導教室を開設します。

Ⅵ．７ つ の 政 策

★・・・新規事業 ☆・・・拡充事業
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★中学生の学校給食費を無償化 413,790千円 【健康給食課】

★『新伊勢崎市史』特別編「埴輪」の刊行 4,900千円 【図書館課】

★デジタル技術の活用による介護認定の迅速化 45,469千円 【介護保険課】

★家庭ごみ戸別収集事業 16,488千円 【高齢政策課】

★障害者雇用奨励金の創設 6,000千円 【障害福祉課】

　伊勢崎の未来を担う子供たちの成長を安定的に支えていくため、中学生の

学校給食費を無償化します。また、市外の中学校に通学している生徒への給

食費相当額を助成します。

　〈無償化に係る費用〉

　・賄材料費　385,070

　・中学生給食費助成金　28,720

　『新伊勢崎市史』の１冊目となる、伊勢崎の埴輪をテーマとした特別編を

刊行します。

　介護認定審査資料をデジタル化し、審査会をオンライン会議システムによ

り開催することで要介護認定の迅速化を図ります。

　要介護認定者かつ独居や身寄りがない、地域に支援の手がないなどの理由

により、単独では指定収集場所までごみ出しが困難な高齢者を対象として、

生活ごみを回収します。

　国の特定求職者雇用開発助成金の支給決定がなされた事業者に対して、雇

用した障害者1人につき12万円の奨励金を交付します。

２．健康・福祉政策
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★市内企業のPR動画・パンフレット作成 5,720千円
【商工労働課・
企業誘致課】

☆遊休農地解消活動費補助金の拡充 4,596千円 【農政課】

★えがお咲く若者未来共創事業補助金 3,000千円 【企画調整課】

４．まちづくり政策

中心市街地にぎわい創出拠点整備事業　 467千円 【事務管理課】

　伊勢崎駅前広場及び保健センターに加え、中心市街地におけるにぎわい創

出の第３の核として、伊勢崎織物協同組合が曲輪町地内に所有する土地を活

用した拠点整備に向けて委員会を設置します。

　市内企業の認知度向上や人手不足の解消を支援し、地域経済の活性化を図

るため、地元企業の魅力をアピールするＰＲ動画やパンフレットを作成しま

す。

３．産業・観光・文化政策

　農地の適正利用を推進するため、遊休農地の再生に要する費用を補助しま

す。

　

　・補助単価を10a当たり2万円から20万円に増額

　　（荒廃度が低い場合は10万円）

　若者の主体的な活動を支援し、次代を担う若い世代が活躍できる地域づく

りを推進するため、地域課題や社会課題の解決に取り組む事業や公益的、社

会貢献的な事業であって新たな成果を目指す事業に補助金を交付します。

コミュニティバスあおぞら
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まちづくり推進事業 33,117千円 【商工労働課】

幹線道路整備事業　 763,800千円 【道路整備課】

★外国語版コミュニティバス路線図を作成 3,025千円 【交通政策課】

タクシー活用事業 69,655千円 【交通政策課】

☆WEB版ハザードマップの機能追加 2,519千円 【安心安全課】

　令和６年度に構築したWEB版ハザードマップについて、英語、ポルトガ

ル語、スペイン語、ベトナム語、中国語（簡体字）、タガログ語に切り替え

る機能を搭載します。また、市内の要配慮者利用施設情報を表示できる機能

を搭載します。

　伊勢崎駅周辺の公共空間を活用しながら各種イベントを実施するととも

に、民間での活動を支援することで、中心市街地のにぎわいを創出し経済活

動の活性化を図ります。

　日常生活の安全性・利便性の向上や快適な生活環境の確保、地域の活力創

出のため幹線道路等を整備します。通学路等の安全確保や、交流・物流の拡

大を目的としたバイパス整備のほか、幹線道路と生活圏を相互に結ぶ生活道

路の整備を計画的に進めることで、交通ネットワークの強化を図ります。

　ダイヤ改正に伴う全戸配布用路線図を作成するとともに、外国語版の路線

図を作成し、外国籍の方も利用しやすい環境を整備します。

５．安心安全政策

　高齢者等の交通弱者に対し、買い物や通院などの日常生活において公共交

通を利用する際の支援を行い、安心して外出できる環境を作るとともに、公

共交通の利用促進を図ります。

波志江配水場 配水塔
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★防災アプリの導入 5,717千円 【安心安全課】

★指定福祉避難所に防災用品を配備 2,392千円 【障害福祉課】

治水対策事業 558,032千円 【治水課】

☆防犯カメラの整備 26,124千円 【安心安全課】

消防・救急体制の充実　 320,500千円 【警防課・救急課】

　犯罪の未然防止、地域社会の安全と安心を確保するため、防犯カメラの整

備を引き続き実施します。

＜拡充内容＞

　新規設置　15基→25基

　機器更新　30基→40基

　防災情報や災害時における情報発信を強化するため、重要度の高い災害情

報を音声で読み上げて通知する機能や、インターネット通信が遮断された状

況でもハザードマップを確認することができる防災アプリを導入します。ま

た、４か国語の多言語表示も対応します。

　避難所における良好な生活環境を確保するため、指定福祉避難所に避難者

の特性に合わせた簡易パーテーション等の防災用品を配備します。

　台風や集中豪雨が発生した際に、道路冠水や家屋の浸水被害などの水害を

防止するため、排水路の改修や雨水貯留施設を整備します。

　複雑多様化・大規模化する災害に迅速・的確に対応できる災害対応特殊は

しご付消防自動車を更新します。また、高規格救急自動車の更新計画に基づ

き計画的に救急自動車を2台更新し、救急救命体制の安定化を図ります。
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本庁舎に太陽光発電システム・蓄電池を設置　 195,448千円 【行政課】

家庭用脱炭素化設備の導入を補助　 25,110千円 【ＧＸ推進課】

★緊急事態発生時の危機管理体制を構築 9,434千円
【清掃リサイクル
センター２１】

★環境まちづくり推進補助金の創設 700千円 【環境政策課】

★市民参加型生物調査の実施 3,322千円 【環境政策課】

６．環境政策

　市役所本庁舎屋上に太陽光発電設備及び蓄電池を新設し、災害発生時の非

常用電源を確保するとともに、二酸化炭素排出抑制に努めます。

　GXの推進のため、伊勢崎市地球温暖化対策実行計画における温室効果ガ

ス排出量削減に向け、家庭用の太陽光発電設備及び蓄電池の導入に対し補助

金を交付します。

　広域的な災害発生時のごみ焼却施設の対応に備えるため、外部搬出に係る

協定を結び、緊急事態発生時の危機管理体制の構築を図ります。

　環境に配慮したまちづくりを推進するため、環境美化や環境啓発、環境教

育等に自主的に取り組む市民や企業等に補助金を交付します。

　生物多様性の保全に係る啓発等を目的として、生き物について学ぶことの

できるスマホアプリを活用した市民参加型生物調査を実施します。
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★（仮称）多文化共生センターを開設 13,000千円 【多文化共生課】

市民活動推進事業　 2,075千円 【市民活動課】

行政ＤＸ推進事業　 53,987千円 【事務管理課】

電子地域通貨事業　 1,434,721千円
【事務管理課・
商工労働課】

７．共生・共創・行財政政策

　国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、30％のプレミア

ムポイントを付与するキャンペーンのほか、イベントの参加特典としてのポ

イントを付与するなど多分野で活用します。

　伊勢崎市SDGｓ未来都市計画に基づく多文化共生の拠点の創出を図るた

め、絣の郷市民交流館を一部改装し、（仮称）多文化共生センターを開設し

ます。

　

　市民と行政との協働による公益活動やまちづくり活動を促進するため、市

民活動団体が自主的に行う地域の活性化や住民交流を促進する事業を支援し

ます。

　DXを活用して総合窓口の混雑状況をインターネット上に掲載することに

より、来庁者の利便性を向上します。
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新伊勢崎市誕生20周年記念「埴輪」の刊行

★･･･新規事業　☆･･･拡充事業　◆･･･国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業（新規）

◇･･･国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業（拡充）

（単位：千円）

1
市庁舎維持管理事
業

487,229
・工事費　231,077
　（★本庁舎太陽光発電・蓄電池及び屋根防水工事ほか）

2 地域行政対策事業 220,047

・コミュニティ助成事業費補助金　25,000
　（会議所・祭備品整備：稲荷町区、下谷区、会議所新築：美茂呂町区）
・魅力あるコミュニティ助成事業補助金　4,000
　（会議所・祭備品整備：若葉町二区、栄町区）

3 町内会議所建設費
補助事業

4,192 ・町内会議所建設費補助金　4,192
　（改築：曲輪町二区、大正寺町区、下触町区、元町区）

4 管財課 財産管理事業 130,742 ★公共施設等総合管理計画策定業務委託料　10,593

5 安心安全
課

防犯対策事業 117,194 ・防犯灯等整備・管理委託料　51,058（☆防犯カメラ整備業務委託料ほか）

6
安心安全
課

地域防災事業 104,731

・消耗品費　13,843（★避難所用備蓄品代（避難所に指定されている学校に
　災害用備蓄品を配備）ほか）
・通信運搬費　4,723（★いせさき情報メール　LINE・Yahoo防災アプリ連携
　ほか）
・防災訓練実施委託料　1,000（★災害図上訓練運営委託料ほか）
・ハザードマップ作成業務委託料　2,519（★WEB版ハザードマップ更新
　業務委託料（英語、スペイン語、ポルトガル語、ベトナム語、中国語、
　タガログ語対応、要配慮者施設表示機能追加））
・工事費　7,337（★J-ALERT新型受信機交換工事ほか）
・庁用・機械器具費　17,879（★防災倉庫購入費ほか）
★群馬県防災情報通信ネットワークシステム衛星回線整備工事負担金　15,877

★【防災アプリ関連】
・通信運搬費　327
・電算システム開発委託料　5,390（防災アプリ構築委託料）
★【災害時緊急放送関連】
・通信運搬費　645（FM割込放送回線使用料）
・ラジオ放送システム運用保守委託料　6,904
　（災害緊急割込ラジオ放送システム運用保守委託料）

7 企画調整
課

企画事業 1,632 ★【市民意識調査に係る経費】
・謝礼金　240（ISECAポイント）　・印刷製本費　102　・通信運搬費　384

8 企画調整
課

地域振興事業 26,422 ★【えがお咲く若者未来共創事業に係る経費】
・通信運搬費　5 　・ えがお咲く若者未来共創事業補助金　3,000

9 事務管理
課

中心市街地にぎわ
い創出拠点整備事
業

467 ★【中心市街地にぎわい創出拠点整備事業者選定委員会関連経費】
・謝礼金　383　・食糧費　4

10 事務管理
課

行政ＤＸ推進事業 53,987 ★窓口業務等委託料　39,600（総合窓口の運営業務委託）

11
事務管理
課

電子地域通貨事業 1,434,721

☆【ＩＳＥＣＡ関連】
・手数料　9,560（チャージ手数料ほか）
・使用料　9,130（システム使用料）
・電子地域通貨登録事業者交付金　1,415,135（プレミアムキャンペーン
　チャージ：マネー800,000千円、ポイント240,000千円（3割）ほか）

12 情報政策
課

国勢調査事業 89,416 ★各種基幹統計調査調査員・指導員報酬 　78,400

主な事業内容

行政課

中事業名称 予算額No. 所属名称

Ⅶ．一般会計 主要事業一覧
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（単位：千円）

主な事業内容中事業名称 予算額No. 所属名称

13 市民課
戸籍住民基本台帳
事業

88,921

★【戸籍振り仮名対応関連】
・通信運搬費　7,356　・窓口業務等委託料　49,104

☆【支所・豊受公民館へのキオスク端末設置関連】
・手数料　518　・借上料　4,624（債務負担）　・ＯＡ機器保守委託料　792

☆【おくやみ相談窓口へのＡＩチャットボット導入関連】
・電算システム開発委託料　660　・電算システム保守委託料　1,677

14 市民活動
課

市民活動推進事業 2,075 ・協働まちづくり事業補助金　300

15 多文化共
生課

国際交流事業 17,742
★【多文化共生センター開設関連】
・消耗品費　1,000　・通信運搬費　500　・看板等作成委託料　200
・工事費　10,000　・庁用・機械器具費　1,300

16 多文化共
生課

多文化共生社会形
成事業

4,312 【多文化共生フェスタ開催関連】
・印刷製本費　422　・通信運搬費　7　・傷害保険料　64　・借上料　333

17 環境政策
課

狂犬病予防対策事
業

4,717 ☆通信運搬費　2,050（狂犬病予防注射等通知）

18 環境政策
課

環境対策事業 36,768

★【市民参加型生物調査関連経費】
・印刷製本費　242　・環境調査委託料　3,080

★環境まちづくり推進補助金　700
（環境保全活動事業：補助率2/3（上限50万円）、
　環境啓発・教育事業：補助率2/3（上限10万円））

19 環境政策
課

いせさき聖苑維持
管理事業

124,686 ・修繕料　21,000（火葬炉外修繕ほか）

20
環境政策
課

さかい聖苑維持管
理事業

87,992

★【空調設備及び照明設備改修関係】
・設計等業務委託料　3,773　・工事監理業務委託料　2,827
・工事費　28,049

・庁用・機械器具費　2,200（★火葬炉台車ブロック運搬用キャリア台車ほか）

21
ＧＸ推進
課

いせさきＧＸ推進
事業

23,616

★【地球温暖化対策実行計画策定業務関連】
・計画策定業務委託料　12,298
 
★調査支援等業務委託料　10,670（公共施設等への太陽光発電設備等の
　導入調査支援業務委託）

22 ＧＸ推進
課

家庭用脱炭素化設
備導入補助事業

25,110 【家庭用脱炭素化設備導入補助金関連経費】
・通信運搬費　110　・家庭用脱炭素化設備導入補助金　25,000

23 資源循環
課

再資源化推進事業 82,794 ・印刷製本費　16,543（★分別ガイドブック印刷代ほか）

24 資源循環
課

浄化槽設置整備事
業

88,830 ・浄化槽整備事業費補助金　88,590

25 資源循環
課

ごみ処理事業 777,731 ☆一般廃棄物収集運搬業務委託料　629,000
（赤堀地区プラ収集開始による拡充）（債務負担）

26 資源循環
課

茂呂クリーンセン
ター維持管理事業

605,367

・修繕料　76,421（★活性炭吸着塔修繕ほか）
・し尿処理施設点検整備委託料　24,231
（★硝化脱窒素槽点検清掃業務委託ほか）
・汚泥運搬委託料　25,000（債務負担）
・汚泥処分委託料　62,000（債務負担）
★し尿・浄化槽汚泥共同処理施設整備計画策定業務委託料　17,963
　（し尿処理施設統合に向けた整備計画策定）
・工事費　192,832（汚泥圧送ポンプ設置工事（債務負担）、
　★警報設定機及びレベル指示計改修工事、★砂ろ過タンク改修工事ほか）

27 資源循環
課

境クリーンセン
ター維持管理事業

245,188
★設計等業務委託料　14,000
（排煙塔改修工事設計、汚泥焼却炉改修工事設計）
・工事費　68,000（★焼却炉改修工事ほか）
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（単位：千円）

主な事業内容中事業名称 予算額No. 所属名称

28

清掃リサ
イクルセ
ンター２
１

ごみ処理施設維持
管理事業

1,622,128

・修繕料　446,524（焼却炉耐火物修繕、共通系設備修繕ほか）
★緊急時対応委託料　9,434（緊急事態発生時の危機管理体制の構築）
★焼却灰運搬委託料　110,000
（焼却灰の一部を外部搬出することによる最終処分場の延命化）

29 年金医療
課

国民年金事業 2,964 ・庁用・機械器具費　411（★国民年金窓口用発券機）

30 年金医療
課

福祉医療費 1,983,712 ・福祉医療費助成金　1,947,340
（子ども・高齢重度障害者・重度心身障害者・ひとり親等の医療費助成)

31 健康づく
り課

感染症予防事業 950,710

★【帯状疱疹定期接種関連】
・印刷製本費　765　・通信運搬費　770
・予防接種委託料　36,204　・管外接種者補給金　53
【新型コロナ関連】
・予防接種委託料　246,749　・管外接種者補給金　492

32 保健セン
ター

健康づくり推進事
業

9,463
☆健康まつり業務委託料　1,200（健康体験やスタンプラリー等を実施）
★【運動教室の実施に係る経費】
・傷害保険料　14　・はつらつ健康教室開催委託料　180

33 保健セン
ター

妊娠支援事業 29,587 ☆不妊治療費助成金　28,500（通算回数制限撤廃）
☆不育治療費助成金　1,000（通算回数制限撤廃）

34 保健セン
ター

子育て支援機能運
営事業

57,600 ★子育て支援機能運営委託料 　57,600（債務負担）
（新保健センターを活用した託児・プレイルーム業務等を委託）

35
保健セン
ター

こども家庭セン
ター事業（母子保
健）

177,274

☆妊婦支援給付費　150,000
（妊娠届出や出生届出を行った妊婦等に対し、経済的支援を行う。
　妊娠届出後5万円、出産後5万円、ISECAポイントと現金の選択）
・出産・子育て応援ギフト　7,500

36 保健セン
ター

保健センター維持
管理事業

76,953 ・警備委託料　31,708（★新保健センター　31,020）
★車両購入費　3,339（電気自動車1台）

37 保健セン
ター

保健センター整備
事業

139,326 ★【新保健センター駐車場用地取得にかかる経費】
・土地購入費　20,340　・物件移転補償費　118,986

38 スポーツ
振興課

体育施設管理運営
事業

390,778
・修繕料　37,627（市民体育館柔道場畳修繕、赤堀剣道場男女トイレ・
　シャワー室壁面修繕ほか）
★車両購入費　5,000（スポーツトラクター1台）

39 スポーツ
振興課

体育施設整備事業 518,134

・設計等業務委託料　12,737
（★体育施設空調設備設置工事設計業務委託　6,011ほか）
・工事費　488,283（★市庭球場コート・照明改修工事　370,000、
  ★あずまウォーターランド吊天井改修工事　74,283、
　★ソフトボール場照明改修工事　44,000）
・庁用・機械器具費　16,180
　(★市民体育館体操用マット　6,500、★券売機一式　9,680）

40 社会福祉
課

福祉管理運営事業 6,520 ★講演会開催委託料  550（戦後80年事業）

41 社会福祉
課

子ども食堂等運営
費支援事業

1,500 ◆子ども食堂等運営費補助金　1,500（1団体上限10万円）

42 社会福祉
課

生活保護費 3,297,410 ・生活保護扶助費　3,297,410

43
子育て支
援課

児童福祉対策事業 52,823

・児童福祉手当給付費　49,584（障害児、交通遺児、母子・父子家庭等の
　保護者に対し、児童1人当たり月額2千円を支給）
・小学校入学準備金　3,000（ひとり親家庭等で小学校入学予定児童のいる
　保護者に対し、児童1人当たり2万5千円を支給）

44 子育て支
援課

児童扶養手当給付
事業

781,102 ・児童扶養手当給付費　780,096
（0～18歳の児童を養育するひとり親家庭等に支給）
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（単位：千円）

主な事業内容中事業名称 予算額No. 所属名称

45
子育て支
援課

児童手当等給付事
業

4,501,305

・児童手当給付費　4,500,000
【支給月額】
　　0歳〜3歳未満          第1・2子　 15,000円
　　                      第3子以降  30,000円
　　3歳〜高等学校修了前　 第1･2子    10,000円
　　                      第3子以降  30,000円

46 子育て支
援課

児童厚生施設管理
運営事業

363,642

＜指定管理＞
　・ちびっこセンター管理運営委託料　250
　・児童センター管理運営委託料　56,066
　・境児童センター管理運営委託料　33,032
　・赤堀児童館管理運営委託料　44,446
　・赤堀南児童館管理運営委託料　40,935
　・赤堀あさひ児童館管理運営委託料　40,385
　・さざんか児童館管理運営委託料　43,151
　・きく児童館管理運営委託料　40,107
　・あやめ児童館管理運営委託料　39,844

★測量等業務委託料　484（ちびっこセンター）
・工事費　2,772（★赤堀南児童館舗装改修工事）

47 子育て支
援課

放課後児童健全育
成事業

975,692 ・公設民営放課後児童クラブ管理運営委託料　77,656
・放課後児童健全育成事業委託料　699,824

48 子育て支
援課

子ども・子育て支
援事業

4,025
★謝礼金  375（こども計画ワークショップ、ISECAポイント）
★こども計画策定業務委託料　3,190（R7～8の2か年で計画策定、
　計画期間R9～11）

49
こども家
庭セン
ター

こども発達支援セ
ンター管理運営事
業

54,498 ・親子通園事業委託料　23,769
☆発達相談事業委託料　24,042（土曜日の対応開始）

50
こども家
庭セン
ター

こども家庭セン
ター事業（児童福
祉）

11,081
★子育て世帯訪問支援事業委託料　1,319
（養育環境に困難を抱える家庭やヤングケアラーがいる家庭等の家事・子育て
　等の支援を実施）

51 子育て支
援課

母子家庭等支援事
業

51,745 ・母子家庭等対策総合支援事業補助金　51,659
（★大学等受験料支援　18,550（1人当たり補助上限5万3千円））

52 こども保
育課

保育管理事業 7,025
★保育士奨学金返済支援事業補助金　1,650
（市内保育所・認定こども園に就職した保育士の貸与型奨学金返済（年間最大15万
円）を最長5年間補助）

53
こども保
育課

公立保育施設管理
運営事業

100,250
★【公立保育所各種改修工事関連】
・設計等業務委託料　3,000　・工事監理業務委託料　814
・工事費　9,328（第四保育所空調改修工事）

54
こども保
育課

民間保育施設対策
事業

8,048,800

・民間保育施設保育運営委託料　7,765,181
・民間保育施設経営振興費補助金　78,405
・使用済みおむつ自園処分費補助金　5,345
☆保育士加配事業費補助金　30,000（補助対象月数を6か月間から8か月間に
　拡充）
・副食費補助金　29,164

55 こども保
育課

特別保育事業 445,786 ・障害児保育充実費補助金　50,895
・保育施設乳児受入支援事業補助金　11,880

56 こども保
育課

民間保育所施設整
備事業

344,869 ・保育所等緊急整備事業費補助金　344,869（さくら幼稚園、リトルガーデン
　しいのみ、はぐろこども園、白ばら保育園）

57 障害福祉
課

障害者福祉管理事
業

8,743
★障害者雇用奨励金　6,000
（国の特定求職者雇用開発助成金の支給決定がなされた事業者に対して、
　雇用した障害者1人につき12万円の奨励金を交付）

58 障害福祉
課

手当・共済給付事
業

167,022 ・心身障害者扶養共済年金　34,380
・特別障害者手当等給付費　124,937

59 障害福祉
課

在宅重度心身障害
者等デイサービス
事業

82,014

＜指定管理者：愛のはぐるま会＞
・伊勢崎市デイサービスセンター管理運営委託料　30,802
・デイサービスセンターうえはす管理運営委託料　23,202
＜指定管理者：桑の実福祉会＞
・デイ・アクティビティセンターまゆ管理運営委託料　28,010
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60 障害福祉
課

障害者就労・自立
支援施設管理運営
事業

64,822 ＜指定管理者：愛のはぐるま会＞
・障害者就労・自立支援施設管理運営委託料　64,822

61
障害福祉
課

障害者センター管
理運営事業

41,909 ・工事費　28,149（★フリールーム改修工事）

62
障害福祉
課

指定福祉避難所備
品整備事業（障害
者センター）

392

★【指定福祉避難所防災用品（簡易パーテーション等避難者の特性に合わせた物品を
調達）】
・消耗品費　100
・庁用・機械器具費　292

63
障害福祉
課

福祉作業所等整備
事業

9,275
【福祉作業所等改修工事】
・工事費　7,836（★デイアクティビティセンターまゆ浴室改修工事 、
　★旧はたおり体験館エアコン等設置工事ほか）

64
障害福祉
課

指定福祉避難所備
品整備事業（福祉
作業所等）

2,000

★【指定福祉避難所防災用品（簡易パーテーション等避難者の特性に合わせた
　物品を調達）】
・消耗品費　1,000
・庁用・機械器具費　1,000

65 障害福祉
課

自立支援給付事業 3,927,330
・介護給付費・訓練等給付費　3,739,516
　（生活介護費、施設入所支援費、就労継続支援費、共同生活援助費ほか）
・相談支援給付費　69,396

66 障害福祉
課

自立支援医療給付
事業

221,466 ・療養介護医療費　20,790
・自立支援医療費　200,000

67 障害福祉
課

地域生活支援事業 475,476
・移動支援事業委託料　48,258
・地域活動支援センター事業委託料（8箇所）　227,754
☆基幹相談支援センター機能強化事業委託料（8事業所→9事業所）　88,191

68 障害福祉
課

障害者（児）福祉
事業

34,867
☆医療的ケア児等総合支援事業委託料　5,048
　（改修工事完了後に障害者センターでの一時預かりを開始）
☆福祉タクシー費　3,600（助成対象者の拡充及び除外要件の撤廃）

69
障害福祉
課

障害児福祉給付事
業

1,956,796

★【児童発達・教育相談支援システム導入経費】
・電算システム開発委託料　30,000　・システム運用管理委託料　3,960

・障害児相談支援給付費　52,920
・障害児通所給付費　1,862,870

70
高齢政策
課

生きがい対策事業 50,666

★【第10期伊勢崎市高齢者保健福祉計画介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
　関連】
・印刷製本費　594　・通信運搬費　1,624　・電算処理業務委託料　719

・交流の場事業委託料　4,091

71
高齢政策
課

在宅サービス事業 124,117

★【家庭ごみ戸別収集事業関連】
・消耗品費　1,115　・通信運搬費　28
・家庭ごみ戸別収集業務委託料　15,345
（要介護認定者かつ独居や身寄りがない、地域に支援の手がないなどの理由に
　より、単独では指定収集場所までごみ出しが困難な高齢者を対象として、生
　活ごみを回収するもの）

72 高齢政策
課

高齢者福祉施設管
理運営事業

314,924

＜指定管理＞
・ふくしプラザ管理運営委託料　136,797
・ふれあいセンター運営事業委託料　68,658
・みやまセンター管理運営委託料　38,430
・高齢者生きがいセンター運営事業委託料　6,351
・境地域福祉センター管理委託料　19,639
・境社会福祉センター管理委託料　33,759
・プリティータウンの丘磯沼荘管理運営委託料　8,000

73 商工労働
課

勤労者融資事業 63,000 ・勤労者生活資金融資預託金 　55,000
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74 商工労働
課

雇用対策事業 41,770 ★市内企業ＰＲ動画制作委託料　1,430

75 商工労働
課

職業訓練事業 13,033 ★調査業務委託料  1,799（リスキリングニーズ調査委託）

76 商工労働
課

市民プラザ管理運
営事業

399,122

・修繕料　1,000
★設計等業務委託料　33,957
（市民プラザ体育館改修工事基本・実施設計業務委託）
★地質調査委託料　11,330
（南側駐車場の地歴調査、ボーリング調査）

＜指定管理者：伊勢崎市公共施設管理公社＞
・市民プラザ管理運営委託料　91,332

★【市民プラザ体育館屋根等大規模改修】
・工事監理業務委託料　11,869　・工事費　248,083

77
商工労働
課

商業振興対策事業 71,106

【ＩＳＥＳＡＫＩｅスポーツ関連】
★記念品代　50（デジタルまちづくりコンテスト）
・消耗品費　240　・警備委託料　318　・市紹介動画制作委託料　550
・イベント委託料　4,950
・ＩＳＥＳＡＫＩｅスポーツ大会開催負担金　4,000

★日本商工会議所青年部全国大会開催助成金　2,700（伊勢崎会場での開催に
　係る助成）
・創業促進サポート補助金　28,500

78 商工労働
課

まちづくり推進事
業

33,117

・まちなかにぎわい創出事業委託料　7,830
★伊勢崎駅前インフォメーションセンター窓口業務等委託料　10,454
（債務負担）
・中心商店街にぎわい再生事業費補助金　3,000

★【デジタルサイネージ関連経費】
・通信運搬費　136　・使用料　170　・庁用・機械器具費　1,240

79
商工労働
課

まちなか地域おこ
し協力隊事業

18,776

・地域おこし協力隊活動委託料　15,600
・地域おこし協力隊活動支援委託料　1,080
★地域おこし協力隊創業支援補助金　2,000
（地域おこし協力隊員による起業又は事業承継に要する経費を補助。
　上限100万円×2人。）

80 商工労働
課

中小企業ＧＸ推進
事業費補助金交付
事業

225,610
◇中小企業ＧＸ推進事業費補助金　200,000
（中小企業がエネルギー消費効率等の優れた省エネルギー設備を導入する際の
　経費を補助。補助率1/2、補助上限額200万円×100社）

81
商工労働
課

ＩＳＥＣＡプレミ
アムキャンペーン
事業

264,220
◆電子地域通貨ポイント還元交付金　240,000
（国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、30％（上限額6,000円）
　のプレミアムポイントを付与）

82 商工労働
課

中小企業振興対策
事業

141,761 ・小規模事業者サポート補助金　35,000
・住宅リフォーム助成金　100,000

83
商工労働
課

金融対策事業 774,607

・小口資金融資保証料補助金　20,000
・中小企業季節資金融資預託金　600,000
・中小企業活性化資金融資預託金　124,562
・中小企業融資損失補償金　30,000

84 企業誘致
課

企業誘致事業 78,709 ・サテライトオフィス等設置補助金　9,000
・企業立地促進奨励金　68,000

85
企業誘致
課

販路支援事業 29,333

・ビジネスマッチングイベント業務委託料　5,500
★市内企業認知度向上業務委託料　4,290
（市内企業PR用パンフレットの作成委託）
・借上料　10,112（機械要素技術展ブース借上料ほか）

86 文化観光
課

文化会館管理運営
事業

241,531
＜指定管理者：伊勢崎市公共施設管理公社＞
・文化会館管理運営委託料　239,531
・庁用・機械器具費　2,000（第3練習室の机・椅子・チェアポーター）
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87
文化観光
課

赤堀芸術文化プラ
ザ管理運営事業

52,095

＜指定管理者：伊勢崎市公共施設管理公社＞
・赤堀芸術文化プラザ管理運営委託料　39,793
・植木等手入業務委託料　1,969
・工事費　4,114（★ホール舞台・客席非常灯交換ほか）

88 文化観光
課

境総合文化セン
ター管理運営事業

127,306
＜指定管理者：伊勢崎市公共施設管理公社＞
・境総合文化センター管理運営委託料　106,589
・工事費　19,663（★中央監視装置更新工事）

89
文化観光
課

観光地づくり推進
事業

90,698

・修繕料　3,198
　（赤堀花しょうぶ園木道段差ボード張修繕　1,100 ほか）
・文化観光交流事業委託料　 5,800
　（ISESAKI MEISEN Design Award　2,000 ほか）

90 文化観光
課

華蔵寺公園遊園地
充実事業

76,758 ・修繕料  43,000（豆汽車部品交換修繕ほか）

91 文化観光
課

文化振興事業 28,444 ☆文化事業業務委託料　 22,584（債務負担）

92 農政課 農業総務管理事業 14,336 ・有害鳥獣捕獲業務委託料 3,709

93 農政課
農畜産物普及対策
事業

4,303 ・地場産農産物等利用促進委託料 1,679
・地域農政対策負担金 1,500（伊勢崎市農業まつり負担金）

94 農政課
水田農業推進対策
事業

31,607

★麦次期作支援事業助成金　 9,400
　（麦類生産費の高騰に伴い、種子購入費用の一部（播種量1kg当たり百円）
　　を助成）
・農業経営力向上事業費補助金（米麦）　11,452
・景観形成作物作付事業費補助金　1,670

95 農政課 園芸振興対策事業 71,267

・農業経営力向上事業費補助金（園芸）　6,434
・園芸施設被覆材等張替補助金　20,000
・環境保全型農業直接支払交付金　1,568
・野菜王国・ぐんま総合対策事業費補助金　37,532

96 農政課
認定農業者等育
成・確保対策事業

27,540

・経営継承・発展支援事業費補助金　1,000
・経営開始資金事業費補助金　9,000
・経営発展支援事業費補助金　7,500
・認定農業者規模拡大支援事業費補助金　6,000
・農業生産担い手育成対策事業費補助金　1,560

97 農政課 農地利用対策事業 6,482
☆遊休農地解消活動費補助金　4,596
　（遊休農地の再生に要する費用への補助を、10a当たり2万円から20万円
　（荒廃度が低い場合は10万円）へ増額）

98 農政課
肥料価格高騰対策
事業

9,130
◆【肥料価格高騰対策助成に係る経費】
・通信運搬費　130　　・肥料価格高騰対策助成金　9,000
　（特殊肥料等を使用する農業者に対し、物価高騰分の1/2を助成）

99 農政課 畜産振興対策事業 8,682

★地域と調和した畜産環境確立事業補助金　315
　（堆肥散布作業を新たに受託する取組への補助）
・家畜改良技術向上対策事業費補助金　4,673
・畜産環境衛生改善対策事業費補助金　2,133

100 農政課
飼料高騰対策助成
金事業

40,549
◆【飼料高騰対策助成に係る経費】
・通信運搬費　18　・飼料高騰対策助成金　40,531
　（市内畜産農業者に対し、物価高騰分の1/10を助成）

101 農村整備
課

農村総合整備事業 34,996 ・工事費　18,000（水門改修工事ほか）
・団体営農業水路等長寿命化・防災減災事業大正用水５期地区負担金　 4,189

102 農村整備
課

多面的機能支払交
付金事業

59,333 ・多面的機能支払交付金　56,732

103 農村整備
課

維持管理適正化事
業

39,085 ・工事費　33,000（★韮川八郷堰の改修）
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104 農村整備
課

県営整備等負担金
事業

10,744 ・県営水利施設等保全高度化事業大正用水３期地区負担金　6,038
・県営水利施設等保全高度化事業佐波新田用水地区負担金　4,706

105 農村整備
課

小規模農村整備事
業

70,000 ・工事費　70,000（香林二丁目地内水路改修工事ほか）

106 農村整備
課

農村地域防災減災
事業

4,900 ・調査業務委託料　4,900（防災重点ため池劣化状況調査業務委託）

107 農村整備
課

農業水路等長寿命
化・防災減災事業

69,500 ★【宮子堰撤去工事】
・設計等業務委託料　3,500　・工事費　66,000

108 農村整備
課

県営境小此木東部
地区土地改良事業

6,850
・県営境小此木東部地区土地改良事業負担金　5,250
　（事業費30,000×市17.5％）

109 農村整備
課

（仮）境下武士・
中島・米岡地区土
地改良事業

3,180 ・土地改良推進協議会補助金　180
・県営事業調査費負担金　3,000（群馬県農業農村整備調査計画負担金）

110 農村整備
課

地籍調査事業 41,306 ・測量等業務委託料　34,914（地籍調査事業測量業務委託ほか）

111
道路整備
課

生活道路整備事業 300,000
・測量等業務委託料　35,000　・工事費　185,000（うち債務負担 55,000）
・土地購入費　4,700　・物件移転補償費　75,300

112 道路整備
課

市道（境）１１５
号線道路整備事業

70,900 ＜事業期間＞H29年度～R10年度　＜事業計画＞L=1,260ｍ
・工事費　65,000

113 道路整備
課

市道（伊）９－５
３０号線道路整備
事業

200,200 ＜事業期間＞R3年度～R7年度　＜事業計画＞L=1,200ｍ
・工事費　195,000

114 道路整備
課

市道（伊）２２３
号線道路整備事業

48,200 ＜事業期間＞R5年度～R8年度　＜事業計画＞L=200ｍ
・工事費　48,000

115 道路整備
課

市道（伊）１０３
号線道路整備事業

328,500 ＜事業期間＞H30年度～R9年度　＜事業計画＞L=470ｍ
・土地購入費　105,500　・物件移転補償費　220,100

116 道路整備
課

都市計画道路３・
４・４４号道路改
良事業（駅西工
区）

116,000 ＜事業期間＞R2年度～R9年度　＜事業計画＞L=220ｍ
・工事費　100,000　・物件移転補償費　14,000

117 道路管理
課

道路照明灯維持管
理事業

67,340 ・工事費　66,340（道路照明灯ＬＥＤ化改修工事）

118 道路管理
課

道路維持事業 693,044 ・除草等業務委託料　70,385　・道路補修業務委託料　220,000
・工事費　200,000（うち債務負担 90,000）

119
道路管理
課

橋りょう維持事業 356,190
・設計等業務委託料　35,000　・橋りょう調査委託料　77,000
・工事費　229,000（光円橋ほか3橋）
・橋りょう維持補修事業負担金　15,000（JR東日本5橋）

120 治水課 治水対策事業 558,032 ・工事費　504,995（★雨水貯留施設整備ほか）

121 住宅課 公営住宅管理事業 187,017 ・修繕料　80,000
・工事費　35,000（★市営境百々第1住宅改修工事ほか）

122 住宅課 空家等対策事業 41,287
★講演会開催委託料　320（空き家問題講演会）
★空家等実態調査委託料　8,195（空家等対策計画改定のための調査）
・空家等除却費補助金　15,000　・空家等改修費補助金　14,000
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（単位：千円）

主な事業内容中事業名称 予算額No. 所属名称

123 都市計画
課

都市計画管理事業 92,024
・都市計画マスタープラン等改定業務委託料　19,364（債務負担）
★都市計画図等修正業務委託料　65,300
　（都市計画法第6条に基づ都市計画基礎調査）

124 都市計画
課

景観形成事業 7,424 ★計画等策定業務委託料　4,653（債務負担）（景観計画改定のため）

125
交通政策
課

コミュニティバス
運行事業

192,669
☆印刷製本費　3,025
　（コミュニティバス路線図ダイヤ改正に伴う全戸配布用及び外国語版の印刷）
・コミュニティバス運行経費補助金　189,184

126 交通政策
課

タクシー活用事業 69,655 ・タクシー活用事業利用料金助成金　62,700（タクシー利用料金割引分）

127 建築指導
課

建築指導運営事業 188,827 ★電算システム開発委託料　80,476（閲覧サービスシステムの導入）
・電算システム改修委託料　76,120（★建築確認台帳電子データ作成ほか）

128 公園緑地
課

公園維持管理事業 520,622 ・都市公園管理業務委託料　318,000（債務負担）
・工事費　24,800（華蔵寺公園水生植物園整備工事ほか）

129 公園緑地
課

公園環境整備事業 28,757 ☆報償金　26,092（公園愛護会報償金　単価30円 → 50円（公園）
　15円 → 25円（湖沼））

130 公園緑地
課

公園整備事業 21,194
・設計等業務委託料　7,403
　（（仮称）天神沼公園費用便益比分析業務委託ほか）
・工事費　12,400（★（仮称）天神沼公園既設構造物撤去工事 ）

131
公園緑地
課

公園施設長寿命化
事業

126,128
【赤堀せせらぎ公園改修等に係る経費】
・設計等業務委託料　8,875（★赤堀せせらぎ公園トイレ改築設計業務委託ほか）
・工事費　79,000（★赤堀せせらぎ公園トイレ築造工事ほか）

132 区画整理
課

茂呂第一土地区画
整理事業

439,904
＜事業期間＞H7年度～R12年度　＜施行面積＞67.2ha
・工事費　71,500（都市計画道路3・5・39号築造工事ほか）
・物件移転補償費　331,505（建物移転ほか）

133 区画整理
課

東部第二土地区画
整理事業

113,997
＜事業期間＞H3年度～R11年度　＜施行面積＞61.6ha
・工事費　48,000（区画道路27号線築造工事ほか）
・物件移転補償費　45,600（建物移転ほか）

134
区画整理
課

密集住宅市街地整
備促進事業

158,738

＜事業期間＞H13年度～R9年度　＜施行面積＞24.7ha
・工事費　16,700（除却工事7棟）
・家屋購入費　68,500（除却建物購入7戸）
・物件移転補償費　53,200（通損補償7戸）

135 区画整理
課

駅周辺第一土地区
画整理事業

866,487
＜事業期間＞H8年度～R17年度　＜施行面積＞31.8ha
・工事費　264,500（都市計画道路3･4･6号電線共同溝布設工事ほか）
・物件移転補償費　515,300（建物移転ほか）

136 区画整理
課

駅周辺第二土地区
画整理事業

327,700
＜事業期間＞H13年度～R10年度　＜施行面積＞12.6ha
・工事費　45,000（都市計画道路3･4･54号築造工事ほか）
・物件移転補償費　230,540（建物移転ほか）

137 総務課
（消防）

非常備消防施設整
備事業

52,522 ・車両購入費 46,145（消防ポンプ自動車2台）

138 警防課
消防車両等整備事
業

270,523 ・車両購入費 270,000（災害対応特殊はしご付消防自動車ほか）

139 救急課
救急車両等整備事
業

66,771 ・車両購入費 60,500（高規格救急自動車2台）

140 通信指令
課

高機能消防指令シ
ステム整備事業

105,053 ・庁用・機械器具費 103,532（★出動車両運用管理装置）

141 通信指令
課

群馬県防災情報通
信ネットワークシ
ステム衛星回線整
備事業

14,706 ★群馬県防災情報通信ネットワークシステム衛星回線整備工事負担金  14,706
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（単位：千円）

主な事業内容中事業名称 予算額No. 所属名称

142
総務課
（教育）

教育委員会管理運
営事業

50,302

【子ども日本語教室・未来塾関連】
・謝礼金　1,900　・消耗品費　50

☆グローバル人材育成奨励金　2,850
　（中学生グローバルイングリッシュキャンプほか）
★みらい創造教育事業奨励金　800（中学生プログラミング体験キャンプ）

143 教育施設
課

小学校施設管理事
業

428,944 ・工事費　174,730（★境采女小学校北校舎床等改修工事ほか）

144 教育施設
課

小学校施設照明Ｌ
ＥＤ化事業

135,344

★【小学校校舎照明設備更新工事設計業務委託（小学校23校）】
・設計等業務委託料　52,393

☆【小学校体育館照明設備更新工事関連（小学校5校）】
　（茂呂小、北第二小、殖蓮第二小、赤堀南小、赤堀東小）
・設計等業務委託料　5,280　・工事監理業務委託料　2,750
・工事費　74,921

145 教育施設
課

小学校体育館空調
設備整備事業

587,810

☆【小学校体育館空調設備整備関連（小学校10校）】
　（殖蓮小、殖蓮第二小、赤堀小、赤堀南小、赤堀東小、あずま小、
　　あずま南小、あずま北小、境小、境采女小）
・設計等業務委託料　22,000　・工事監理業務委託料　12,210
・工事費　553,600

146
教育施設
課

小学校施設長寿命
化改修事業

623,189

☆【名和小学校長寿命化改修工事関連】
・通信運搬費　2,970　・借上料　84,376（債務負担）（仮設校舎リース料）
・工事費　528,550（長寿命化（債務負担）・屋上太陽光発電設備設置工事）

★【宮郷小学校プレハブ校舎改築関連】
・通信運搬費　792　・借上料　6,501（債務負担）（仮設校舎リース料）

147
教育施設
課

小学校教育情報化
推進事業

150,638

★【学習者用タブレット端末更新関連】
・システムセットアップ委託料　43,937（タブレット端末の設定委託ほか）
・借上料　29,268（債務負担）（タブレット端末リース料）
・庁用・機械器具費　18,975（10Gbps回線対応ネットワーク機器）

・庁用・機械器具費　11,385（★体育館への電子黒板の整備）

148 教育施設
課

中学校施設管理事
業

189,414 ・工事費　55,200（★あずま中学校プールろ過機交換工事ほか）

149
教育施設
課

中学校施設照明Ｌ
ＥＤ化事業

63,173

☆【中学校体育館照明設備更新工事関連（中学校3校）】
　（第二中、第四中、境南中）
・設計等業務委託料　4,356　・工事監理業務委託料　1,650
・工事費　57,167

150 教育施設
課

中学校教育情報化
推進事業

87,123

★【学習者用タブレット端末更新関連】
・システムセットアップ委託料　22,464（タブレット端末の設定委託ほか）
・借上料　15,056（債務負担）（タブレット端末リース料）
・庁用・機械器具費　10,204（10Gbps回線対応ネットワーク機器ほか）

・庁用・機械器具費　21,285（★体育館及び理科室への電子黒板の整備）

151 教育施設
課

幼稚園施設管理事
業

23,823 ・設計等業務委託料　6,500（★茂呂幼稚園解体工事）
・工事費　6,000（★宮郷幼稚園外廊下デッキ改修工事ほか）

152 教育施設
課

幼稚園施設長寿命
化改修事業

71,030 ☆【あずま幼稚園南園舎大規模改修工事】
・工事監理業務委託料　1,100 　・工事費　69,930

153
教育施設
課

幼稚園遊戯室空調
設備整備事業

82,086

★【幼稚園遊戯室空調設備整備関連　6施設】
　（第一、殖蓮、宮郷、名和、あかぼり、あずま）
・設計等業務委託料 　2,760　・工事監理業務委託料　7,326
・工事費　72,000

154
学校教育
課

教育指導事業 78,507

★【中学生プログラミング体験キャンプ関連】
・謝礼金　20　・特別旅費　144　・消耗品費　226

・使用料　7,987　（☆デジタル採点システム、★家庭との連絡システム、
　★臨海学校有料道路ほか）
★借上料　25,789（臨海学校バス借上料ほか）

155 学校教育
課

インクルーシブ教
育推進事業

6,806 ★【小学校通級指導教室（広瀬小学校）新規開設関連】
・消耗品費　564　・庁用・機械器具費　409
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（単位：千円）

主な事業内容中事業名称 予算額No. 所属名称

156
学校教育
課

教育振興事業（中
学校費）

21,065
★【地域スポーツクラブ活動体制整備関連】
・謝礼金　1,800　・傷害保険料　413

157
四ツ葉学
園中等教
育学校

中等教育学校教育
振興事業（前期課
程）

23,202

★【学習者用タブレット端末更新関連】
・システムセットアップ委託料 　1,641（タブレット端末の設定委託ほか）
・借上料　1,076（債務負担）（タブレット端末リース料）
・庁用・機械器具費　825（10Gbps回線対応ネットワーク機器）

158 健康給食
課

給食センター施設
整備事業

434,199
・工事費 　414,199
　（★第二学校給食調理場外空調設備工事ほか）
・庁用・機械器具費　20,000　（★蒸気式回転釜ほか）

159
健康給食
課

学校給食充実事業 1,158,531

・賄材料費　1,158,530
　（幼稚園・小学生等分679,821（賄材料費高騰分補填188,224（85円/食
　（年17,000円））、うち◇小学生等分44,830（25円/食（年5,000円）））、
　　中学生等分385,070（★学校給食費無償化により全額公費補填））

160
健康給食
課

学校給食費助成事
業

74,222

・第３子以降学校給食費助成金　44,978（小学生：44,400円×1,013人）
★学校給食費助成金　28,720（中学校給食費無償化によるもの
　（市外・私学等中学生分：53,000円×420人、完全欠食分53,000円×93人、
　　副食欠食分39,400円×24人、牛乳欠食分13,600円×43人））

161 生涯学習
課

青少年育成セン
ター管理運営事業

62,374 ＜指定管理者：伊勢崎市公共施設管理公社＞
・青少年育成センター管理委託料　61,767

162 生涯学習
課

あずまホール管理
運営事業

9,466 ＜指定管理者：伊勢崎市公共施設管理公社＞
・あずまホール管理委託料　9,284

163 生涯学習
課

生涯学習施設整備
事業

91,891
★【青少年育成センター本館空調設備改修工事関連】
・設計等業務委託料　4,246　・工事監理業務委託料　1,881
・工事費　81,961

164 生涯学習
課

公民館施設整備事
業

97,686
★【境島村公民館分館ホール空調設備設置工事関連】
・設計等業務委託料　2,222　・工事監理業務委託料　1,210
・工事費　37,554

165 図書館課
図書館管理運営事
業

123,415
＜指定管理者：伊勢崎市公共施設管理公社＞
・赤堀図書館管理委託料　 22,996
・工事費　18,095（★あずま図書館外壁補修工事）

166 図書館課
読書の街いせさき
推進事業

63,880
★システムセットアップ委託料　6,710（図書館システム移行作業委託）
・システム運用管理委託料 　8,179
・図書購入費　40,331

167 図書館課 市史編さん事業 40,303

★【旧南幼稚園管理経費】
・光熱水費　1,090　・清掃委託料　1,269　・植木等手入業務委託料　1,133
・工事費　4,983（旧南幼稚園空調外設備改修工事）

★【『新伊勢崎市史』の１冊目、伊勢崎の埴輪をテーマとした特別編の刊行】
・謝礼金　500　・印刷製本費　4,400

168 文化財保
護課

地域文化資源保存
活用推進事業

37,087
★【文化財保護課の赤堀保健センターへの移転経費関連】
・光熱水費　5,927　・通信運搬費　1,150　・清掃委託料　2,750
・植木等手入業務委託料　1,770　ほか

169 文化財保
護課

史跡田島弥平旧宅
整備活用事業

98,649

【田島弥平旧宅PR関連】
・手数料　185（★商標登録更新手数料（世界遺産ロゴ・切り絵））
・イベント委託料　2,442（境島村VR体験イベント委託料）
・借上料　3,528（田島弥平旧宅見学用バス借上料）
【田島弥平旧宅保存整備関連】
・測量等業務委託料　2,255（★田島弥平旧宅遺構等測量業務委託料）
・設計等業務委託料　34,782（★田島弥平旧宅桑場整備実施設計業務、
　★田島弥平旧宅隣接地建物解体工事実施設計業務）
★埋蔵文化財発掘調査等委託料　5,291
　（田島弥平旧宅出土遺物整理委託料ほか）
・工事費　14,898（★田島弥平旧宅案内所電気設備更新工事、
　★田島弥平旧宅隣接地建物解体工事）
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（

小 型 自 動 車 競 走 事 業 費　 特 別 会 計 予 算　 主 要 事 業 一 覧

（単位：千円）

所属 款    名 予算額 主　　な　　事　　業　　内　　容

事業課 開催費 25,037,550 ・本場開催138日（うち、アフター5ナイター48日）、場外開催203日

国 民 健 康 保 険　 特 別 会 計 予 算　 主 要 事 業 一 覧

（単位：千円）

所属 款    名 予算額 主　　な　　事　　業　　内　　容

保険給付費 13,245,804
・療養諸費　11,358,473　・高額療養費　1,802,000　・移送費　300
・出産育児諸費　70,030　・葬祭諸費　15,000　・傷病手当諸費　1

国民健康保険事業
費納付金

5,501,360
・医療給付費分　3,705,854　・後期高齢者支援金等分　1,346,975
・介護納付金分　448,531

保健事業費 158,665
・特定健康診査委託料　95,876
・人間ドック検診費補助金　34,569

後 期 高 齢 者 医 療 　特 別 会 計 予 算 　主 要 事 業 一 覧

（単位：千円）

所属 款    名 予算額 主　　な　　事　　業　　内　　容

年金医療課
後期高齢者医療広
域連合納付金

3,129,293 ・後期高齢者医療広域連合負担金 　3,129,273

国民健康保
険課

Ⅷ．特別会計・企業会計 主要事業一覧

★・・・新規事業 ☆・・・拡充事業
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介 護 保 険　 特 別 会 計 予 算　 主 要 事 業 一 覧

（単位：千円）

所属 款    名 予算額 主　　な　　事　　業　　内　　容

総務費 389,919

・介護認定審査事業　105,943
　　介護認定審査会委員報酬　27,750（1合議体当たり7人×14合議体）
　　★【認定審査会オンライン化関連】
　　　　通信運搬費　40　　電算システム開発委託料　4,312
　　　　システム運用管理委託料　612　　庁用・機械器具費　20,292
・認定調査事業　48,104
　　介護認定調査委託料 23,850（施設200件、居宅6,300件）
　　★【調査票作成支援システム導入関連】
　　　　電算システム開発委託料　10,560　　システム運用管理委託料　2,890
　　　　庁用・機械器具費　6,763

保険給付費 17,270,211

・居宅介護サービス給付事業　8,220,000
・地域密着型介護サービス給付事業　2,140,000
・施設介護サービス給付事業　4,840,000
・居宅介護サービス計画給付事業　886,000

地域支援事業費 933,894

・訪問型サービス事業　104,000（ホームヘルパー）
・通所型サービス事業　345,000（デイサービス）
・介護予防ケアマネジメント事業　48,000
・地域介護予防活動支援事業　13,992
・一般管理費（包括的支援事業・任意事業費）　241,187
　　地域包括支援センター運営業務委託料（9圏域）　236,160
　　（★南・茂呂圏域追加　24,240　うち体制強化加算　5,600）
・地域自立生活支援事業　21,930
　　☆ひとり暮らし高齢者等給食サービス事業　18,432
　　（委託単価を1食当たり30円引き上げ）

水 道 事 業 会 計 予 算　 主 要 事 業 一 覧

（単位：千円）

所属 事    業    名 予算額 主　　な　　事　　業　　内　　容

営業費用 4,064,185
・原水及び浄水費　1,787,466
・配水及び給水費　251,896
・総係費　321,329

建設改良費 2,653,340

・老朽管更新事業　1,042,470
　（老朽化した水道管の更新工事）
・配水管整備事業　420,200
　（水道管の新設・改良工事）
・配水管整備事業（受託工事）　287,870
　（公共事業等において支障となる水道管の切廻し工事）
・上水道施設整備事業　804,100
　（取水施設更新工事ほか）

高齢政策課
介護保険課

上下水道局
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公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 算 　主 要 事 業 一 覧

（単位：千円）

所属 事    業    名 予算額 主　　な　　事　　業　　内　　容

営業費用 2,665,761

・処理場費　447,400
・普及促進費　23,000
　　負担金　公共下水道接続補助金（単独分）　6,000
　　　　　　公共下水道接続補助金（流域分）　17,000
・総係費　257,166
・流域下水道維持管理費　371,387

農 業 集 落 排 水 事 業 会 計 予 算　 主 要 事 業 一 覧

（単位：千円）

所属 事    業    名 予算額 主　　な　　事　　業　　内　　容

上下水道局 建設改良費 34,527
・農業集落排水施設整備事業　34,527
　（維持管理適正化計画策定ほか）

特 定 地 域 生 活 排 水 処 理 事 業 会 計 予 算 　主 要 事 業 一 覧

（単位：千円）

所属 事    業    名 予算額 主　　な　　事　　業　　内　　容

上下水道局 建設改良費 14,237

・施設改良費　14,237
　　委託料　720
　　　浄化槽設計委託料（6基）
　　工事費　13,517
　　　浄化槽工事費（6基）

病 院 事 業 会 計 予 算　 主 要 事 業 一 覧

（単位：千円）

所属 事    業    名 予算額 主　　な　　事　　業　　内　　容

市民病院 建設改良費 504,053
・資産購入費　490,173
（★全身用X線CT装置更新　100,000、通常医療機器更新等　250,000ほか）

2,343,539

・単独公共下水道　汚水施設事業　282,500
　（伊勢崎浄化センターを処理場とする下水道管の整備）
・雨水施設整備事業　386,000
　（浸水被害を防止・軽減するための雨水幹線等の整備）
・流域関連公共下水道　汚水施設事業　738,500
　（平塚水質浄化センターを処理場とする下水道管の整備）
・公共下水道普及推進事業　90,150
　（水洗化を促進するための取付管等の整備）
・流域下水道単独事業　200,959
　（群馬県が整備する処理場や下水道幹線の建設費を一部負担）
・終末処理場整備事業　526,000
　（伊勢崎浄化センター等の施設の整備）
・単独公共下水道　汚水施設事業　4,158
　（管渠ストックマネジメント実施計画の策定）
・雨水施設整備事業　10,208
　（管渠ストックマネジメント（雨水）実施計画の策定）
・汚水処理施設維持管理事業　34,051
　（汚水処理施設の設備更新）

上下水道局

建設改良費
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１．工事又は製造の請負

　　※総価による契約１件につき、予定価格が１億５，０００万円以上となるもの

（単位：千円）

所管課名 工事件名（予定） 工事場所 予算額

1 スポーツ振興課 市庭球場コート改修工事 伊勢崎市庭球場 210,000

2 スポーツ振興課 市庭球場照明改修工事 伊勢崎市庭球場 160,000

3 商工労働課
市民プラザ体育館屋根等大規模

改修工事
市民プラザ 248,083

4
治水課 八斗島工業団地治水対策工事

（雨水貯留施設）

長沼町 200,000

２．財産（消耗品及び備品）の取得

　　※総価による契約１件につき、予定価格が３，０００万円以上となるもの

（単位：千円）

所管課名 物品の名称（予定） 取得物品の数量（予定） 予算額

1 事業課
伊勢崎オートレース場選手宿舎

新築用備品

選手居室用 ベット98台・冷

蔵庫98台・テレビ98台外
40,000

2 総務課（消防）
消防団消防ポンプ自動車

（CD-1型）
2台 46,145

3 警防課
災害対応特殊はしご付消防自動

車
1台 260,000

4 救急課 高規格救急自動車 1台 35,500

5 通信指令課 出動車両運用管理装置 33式 103,532

Ⅸ．議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分
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入湯税の充当状況

本市では一般会計の歳出において、次のとおり充当しています。

（歳入）

2,817 千円

（歳出）

2,838 千円

入湯税　2,817千円、　観光振興基金収入　20 千円

都市計画税の充当状況

本市では一般会計の歳出において、次のとおり充当しています。

（歳入）

1,570,500 千円

（歳出）

5,581,644 千円

【都市計画事業等に要する費用】 (単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

  ※ 地方財政状況調査に準じて事業を区分しています。

449,121

合　　計 5,581,644 590,376 1,084,500 489,399 3,417,369 1,570,500

公　債　費

（都市計画事業分）
977,277 0 0 0 977,277

584,019

区画整理費等 2,282,049 495,626 1,009,800 423,853 352,770 162,120

下 水 道 費 1,270,811 0 0 1 1,270,810

3,124

公　園　費 928,813 39,750 34,200 45,149 809,714 372,116

街　路　費 122,694 55,000 40,500 20,396 6,798

・都市計画事業等に要する費用

事 業 区 分 事 業 費

財 源 内 訳 一般財源のうち

都市計画税

充当額

特 定 財 源
一般財源

・都市計画税

　入湯税は、環境衛生施設及び消防施設の整備、観光の振興等に要する費用に充てるために課税する目的税であり、

・入湯税

・観光の振興に要する費用（観光振興基金積立金）

※ 観光振興基金積立金の主な財源　

　都市計画税は、都市計画法に基づいて行う都市計画事業等に要する費用に充てるために課税する目的税であり、

Ⅷ．入湯税、都市計画税の充当状況Ⅹ．入湯税、都市計画税の充当状況
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（歳入）

・地方消費税交付金（社会保障財源化分）　※１ 3,218,000 千円

（歳出）

・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費　※２ 37,164,020 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

生活困窮者自立支援運営事業 17,479 11,845 5,634 1,000

物価高騰対応子ども食堂等運営費支援事業 1,500 1,045 455 100

障害者福祉管理事業 141,533 95,026 4,601 41,906 8,000

在宅重度心身障害者等デイサービス事業 82,014 15,213 66,801 13,000

障害者就労・自立支援施設管理運営事業 64,822 26,665 38,157 7,600

自立支援給付事業 4,619,837 3,368,190 12,149 1,239,498 249,000

障害者（児）福祉事業 33,693 7,056 26,637 5,000

障害児福祉給付事業 1,924,195 1,437,000 487,195 98,000

福祉医療費 1,947,340 931,891 1,015,449 204,000

高齢者保護措置事業 93,494 16,200 77,294 16,000

高齢対策事業 220,879 5,211 215,668 43,000

高齢者福祉施設管理運営事業 313,504 2,785 310,719 62,000

児童福祉対策事業 52,584 52,584 10,000

児童扶養手当給付事業 780,129 260,032 520,097 104,000

児童手当等給付事業 4,500,000 4,080,540 419,460 84,000

児童厚生施設管理運営事業 356,759 82,870 56,105 217,784 43,000

病後児保育事業 1,070 1,070 200

放課後児童健全育成事業 965,877 597,054 29,558 339,265 68,000

子育て援助活動支援事業 1,039 1,039 200

子ども・子育て支援事業 3,190 3,190 600

こども発達支援センター管理運営事業 50,633 2,317 48,316 10,000

出産祝金支給事業 23,000 23,000 4,600

こども家庭センター事業 10,087 6,696 1 3,390 600

保育管理事業 3,378 1,266 2,112 400

公立保育施設管理運営事業 31,256 7,400 3,796 20,060 4,000

民間保育施設対策事業 8,494,586 5,763,015 250,877 2,480,694 498,000

認可外保育施設支援事業 2,703 1,351 1,352 200

母子家庭等支援事業 51,659 38,263 13,396 2,800

生活保護運営事業 3,457 317 3,140 600

生活保護費 3,297,410 2,523,427 773,983 155,000

小　計 28,089,107 19,229,625 7,400 402,737 8,449,345 1,692,900

国民健康保険特別会計繰出金 1,475,637 776,475 699,162 140,000

国民年金事業 417 208 209 100

後期高齢者医療事業 2,091,430 2,091,430 420,000

後期高齢者医療特別会計繰出金 800,493 464,453 336,040 67,000

介護保険対策事業 7,313 527 6,786 1,000

介護保険特別会計繰出金 2,845,930 138,897 2,707,033 543,000

小　計 7,221,220 1,380,352 208 5,840,660 1,171,100

後期高齢者保健事業 30,473 26,000 4,473 1,000

保健衛生事業 6,175 140 6,035 1,000

病院・休日夜間診療事業費 97,060 97,060 19,000

疾病予防事業 1,402,883 10,466 1,392,417 279,000

健康づくり推進事業 5,408 5,408 1,000

母子保健事業 286,412 25,643 969 259,800 52,000

こども家庭センター事業（母子保健） 25,282 19,597 20 5,665 1,000

小　計 1,853,693 55,846 26,989 1,770,858 354,000

37,164,020 20,665,823 7,400 429,934 16,060,863 3,218,000

※１ 令和７年度の地方消費税交付金は５９億円を計上します。

そのうち、社会保障財源化分は３２億１，８００万円を見込みます。

※２ 社会保障４経費とは、制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費です。

※３ 経費は当初予算（案）に基づく集計です。人件費（職員給与費等）及び事務費は除きますので予算額と一致しません。

社

会

福

祉

社

会

保

険

保

健

衛

生

合　計

事業名 経費

財源内訳 一般財源のうち

引上げ分の地方消費税

（社会保障財源化分の

地方消費税交付金）

特定財源
一般財源

Ⅺ．引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費
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「世代間の共生」

「地域間の共生」

「SDGｓによる共生」




